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第１ 任免及び人数の状況 

 

 １ 職員の採用の状況（令和２年４月１日） （単位：人） 

 

２ 再任用職員の採用の状況（令和２年度）           （単位：人） 

 備考 (1) 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 28 条の４第１項、第 28 

      条の５第１項又は第 28 条の６第１項若しくは第２項の規定に基づき、 

      任命権者が再任用した職員数の状況である。 

    (2) 再任用の期間を更新した場合にも、採用として数に計上している。 

 

３ 退職の状況（令和元年度） （単位：人） 

定年 

退職 

早期 

退職 

普通 

退職 

その他 

合計 分限 

免職 

懲戒 

免職 
失職 

死亡 

退職 

再任用後の

離職者 

６ １ ２ ０ ２ ０ ０ ０ １１ 

  備考 表中に掲げる用語の意義は次のとおりである。 

      (1) 定年退職 地方公務員法第28条の２第１項の規定による離職及び同

法第28条の３第１項の規定による勤務延長後の離職 

      (2) 早期退職 早期退職募集制度の応募による退職 

      (3) 普通退職 自己都合による退職（(2)勧奨退職を除く） 

         (4) 分限免職 地方公務員法第28条第１項の規定による退職 

         (5) 懲戒免職 地方公務員法第29条の規定による免職 

         (6) 失  職 地方公務員法第28条第４項の規定による失職 

      (7) 再任用後の離職者 地方公務員法第28条の４、第28条の５又は第28

条の６の規定に基づき再任用され、定められた任期が満了したことに

よる退職 

 

 

 

 試験の種類 
選考 合計 

消防職員 
上級 中級 初級 

－ － ９ － ９ 

 常時勤務 短時間勤務 合計 

消防職員 ３ １ ４ 
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 ４ 職員数の状況 

  (1) 本部、署別職員数（各年４月１日現在）           （単位：人） 

職員数 

署所別 
平成31年度 令和２年度 

対前年 

増減数 

消防本部  ２１  １９ △２ 

北上消防署  ５６  ６５  ９ 

和賀中部分署  １７  １６   △１ 

大堤分署  １７  １６   △１ 

西和賀消防署  ２６  ２３ △３ 

合  計 １３７ １３９  ２ 

   備考 平成31年度は再任用職員なし。 

 

(2) 消防職員の級別職員数（令和２年４月１日現在） 

消防職給料表 標準的な職 
職員数 

（人） 

構成比 

（％） 

前年度職員数 

（人） 

１級 消 防 士 ４０ 29.0 ３７ 

２級 消防副士長 １２ 8.7 １５ 

３級 消 防 士 長 ２８ 20.3 ２５ 

４級 消防司令又は消防司令補 ５０ 36.2 ５１ 

５級 消防司令長 ７ 5.1 ７ 

６級 消防司令長（消防次長） １ 0.7 １ 

合計 ― １３８ 100.0 １３６ 

備考 消防長は、行政職給料表を適用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

第２ 人事評価の状況 

 

１ 人事評価の状況（令和元年度） 

評定の回数 １回 

評定の時期 ３月 

評定の対象職員 １３４人 
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第３ 給与の状況 

 

 １ 人件費の状況（各年度決算） 

区   分 歳出総額(A) 人件費(B) 人件費率(B/A) 

令和元年度 
千円 

2,023,223 

千円 

1,110,118 

％ 

54.87 

平成30年度 
千円 

1,731,727 

千円 

1,139,727 

％ 

65.81 

 

 ２ 一般職の給与費の状況（令和元年度） 

職員数 

(A) 

給与費 
一人当たりの

給与費(B/A) 
給料 職員手当 期末・勤勉 計 (B) 

人 

137 

千円 

493,138 

千円 

160,789 

千円 

200,340 

千円 

854,267 

千円 

6,236 

  備考 職員数は平成31年４月１日現在。 

 

 ３ 職員手当の状況 

  (1) 扶養手当、住居手当、通勤手当（令和２年４月１日現在） 

区 分 内           容 

扶養手当 

①  配偶者            6,500円 

②  子          10,000円 

③  父母等         6,500円 

＊ 15歳から22歳までの子     5,000円加算 

住居手当 

 貸家・間借 

月額12,000円を超える家賃を負担している職員に対し、負

担している家賃の額に応じ、最高27,000円まで支給。 

通勤手当 

① 交通機関利用者 

  実支給限度額     50,000円 

② 自家用自動車等利用者（通勤距離２㎞以上の場合） 

距離に応じ 2,000円～24,500円 
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(2) 特殊勤務手当（令和元年度） 

職員全体に占める手当支給職員の割合 97.8 ％ 

支給対象職員一人当たり平均支給額 83,328円 

手当の種類（手当数） 
緊急運転・はしご車登てい・救急

業務・夜間特殊・災害出動（５） 

支給額の多い手当 夜間特殊業務手当 

支給対象職員の多い手当 夜間特殊業務手当 

 

  (3) 時間外勤務手当 

区  分 支給総額（千円） 職員一人当たりの支給年額(千円) 

令和元年度 34,174 265 

平成30年度 34,425 261 

 

  (4) 期末手当勤勉手当の状況（令和元年度） 

区  分 ６月期 12月期 合  計 

期末手当 1.300 月分 1.300 月分 2.60 月分 

勤勉手当 0.895 月分 0.895 月分 1.79 月分 

 

  (5) 退職手当の状況（平成31年４月１日現在） 

区分 自己都合 勧奨・定年 

支

給

率 

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続25年 28.0395 33.27075 

勤続35年 39.7575 47.709 

最高限度 47.709 47.709 

 

  (6) 特別職等の報酬の状況（平成31年４月１日現在） 

区   分 定数 報  酬  額 

管 理 者 １ 年 額     54,000 円 

副 管 理 者 ２ 年 額   46,000 円 

議 会 議 長 １ 年 額     40,000 円 

議会副議長 １ 年 額   36,000 円 

議 会 議 員 ５ 年 額     34,000 円 
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４ 勤務成績に関する制度の概要（令和元年度） 

勤務成績証明者 証明する事項 講ずる措置 

任命権者 

現に受けている号給を受け

るに至った時から12箇月を

下らない期間を良好な成績

で勤務したかどうか 

４号昇給 
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第４ 勤務時間その他勤務条件の状況 

 

 １ 勤務時間の状況（令和２年４月１日現在） 

区   分 １週間の勤務時間 始 業 終 業 

毎日勤務者 38時間45分 午前８時30分 午後５時15分 

隔日勤務者   38時間45分
※
 午前８時30分 

始業翌日の 

午前８時30分 

  備考 ４週間を平均して１週間当たり38時間45分勤務 

 

 ２ 年次休暇の状況（平成31年） 

区   分 付与日数 取得日数 対象職員数 平均使用日数 

毎日勤務者 1,120日 278.0日  28人 9.93日 

隔日勤務者 4,280日 1286.0日  107人 12.02日 

全 職 員 5,400日 1,564.0日  135人 11.59日 

    備考 「対象職員数」とは、当該年の１月１日から12月31日までの全期間在職し

た職員の合計。 

 

 ３ 病気休暇及び介護休暇の状況（令和元年度） 

区   分 のべ人数 

病気休暇 ４ 

介護休暇 ０ 

  備考 当該年度において、同一の者が複数回にわたって病気休暇を取得した場合

は、その数を重複して計上。 
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４ 育児休業等の取得状況 

区     分 男性職員 女性職員 合計 

令和元度中に新たに育児休業を取得した職員 ０ １ １ 

平成30年度から引き続き育児休業を取得してい

る職員 
０ ０ ０ 

合  計 ０ １ １ 

令和元年度中に新たに部分休業を取得した職員 ０ ０ ０ 

平成30年度から引き続き部分休業を取得してい

る職員 
０ ０ ０ 

合  計 ０ ０ ０ 

令和元年度中に新たに育児短時間勤務を取得し

た職員 
０ ０ ０ 

平成30年度から引き続き育児短時間勤務を取得

している職員 
０ ０ ０ 

合  計 ０ ０ ０ 

  

５ 特別休暇の導入状況 

   特別休暇の種類及び基準等は、「北上市職員の勤務時間、休日及び休暇規則(平

成７年北上市規則第10号)」に準ずる。 
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第５ 分限及び懲戒処分の状況 

 

 １ 分限処分の状況（令和元年度）                （単位：件） 

処 分 事 由 地方公務員法 降任 免職 休職 降給 合計 

(1)勤務成績がよくない場合 
第28条第１項 

第１号 
０ ０   ０ 

(2)心身の故障の場合 

第28条第１項 

第２号 
０ ０ ０  ０ 

第28条第２項 

第１号 
０ ０ ０  ０ 

(3)職に必要な適格性を欠く

場合 

第28条第１項 

第３号 
０ ０   ０ 

(4)職制、定数の改廃、予算の

減少により廃職、過員を生

じた場合 

第28条第１項 

第４号 
０ ０   ０ 

(5)刑事事件により起訴され

た場合 

第28条第２項 

第２号 
  ０  ０ 

        合  計(1)～(5) ０ ０ ０ ０ ０ 

(6)条例で定める事由による場合   ０ ０ ０ 

        合  計(1)～(6) ０ ０ ０ ０ ０ 

  備考 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上して

いる。 

    

 ２ 懲戒処分の状況（令和元年度）                （単位：件） 

処 分 事 由 地法公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 
第29条第１項 

第１号 
０ ０ ０ ２ ２ 

職務上の義務に違反し又は職

務を怠った場合 

第29条第１項 

第２号 
０ ０ ０ ０ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわし

くない非行のあった場合 

第29条第１項 

第３号 
０ ０ ０ ０ ０ 

合    計 ０ ０ ０ ２ ２ 
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第６ 服務の状況 

 

 １ 職務専念義務免除の状況（令和元年度） 

免 除 事 由 条  例 のべ免除件数 

研修を受ける場合 第２条第１号 ０ 

厚生に関する計画の実施に参加する

場合 
第２条第２号 ０ 

前２号に規定する場合を除くほか、管

理者が定める場合 
第２条第３号 ８ 

合     計 ８ 

 

 ２ 営利企業等の従事許可の状況（令和元年度） 

区  分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事許可申請 ０ ０ 
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第７ 退職管理の状況 

 

１ 再就職の状況 

氏名 生年月日 
離職時 

の職 

離職 

年月日 

再就職 

年月日 

再就職先

の名称 

再就職

先の業

務内容 

再就職先

における

地位 

佐藤 晃 S35.2.16 消防長 R2.3.31 R2.4.1 

社会福祉法

人恩賜財団

北上済生会

病院 

事務 参与 
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第８ 研修の状況 

 

 １ 研修の状況（令和元年度） 

研 修 名 称 実施回数 修了者数 

岩手県消防学校 

初任教育 １ ５ 

無線通信講習 １ １ 

救助科 １ ２ 

火災調査科 １ ２ 

初・中級幹部科 １ ２ 

女性活躍推進講習 １ ４ 

予防総合科 １ ２ 

救急科 １ ２ 

消防大学校 

消防大学校フォーラム（多数傷・ＮＢＣ） １ ２ 

自主防災組織育成短期コース １ １ 

消防大学校フォーラム（女性消防吏員活躍推進） １ １ 

救急救命研修所 

新規救急救命士養成 １ １ 

救命士処置拡大研修等 

指導救命士養成研修 ２ ２ 

その他の研修 

全国消防長会東北支部消防署長研修 １ ２ 

政策形成講座（主任級） １ １ 

人事評価研修（係長、補佐級） １ １ 

監督者級研修（新任係長） １ ２ 

政策法務講座（主任、係長級） １ １ 

メンタルヘルス研修（課長級） １ １ 

公平審査事務等研修会 １ １ 

クレーム対応研修（自治会館） １ ２ 

安全管理者・安全衛生推進者等合同研修会 １ ２ 

クレーム対応研修（北上市役所） １ ２ 

法規事務研修 １ ２ 

管理者級能力開発講座 １ ４ 

管理者級研修 １ ３ 

メンタルヘルス研修 １ １ 
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財務事務研修 １ １ 

人事事務研修 １ １ 

衛生管理者・安全衛生推進者等合同研修会 １ １ 

監督者級選択講座（ファシリテーション） １ １ 

メンタルヘルス講習会 １ １ 

監督者級選択講座（ＯＪＴ・コーチング） １ １ 

財産管理事務研修 １ １ 

労務管理事務研修 １ １ 

人事・職員厚生担当者連絡会 １ １ 

ハラスメント等研修会 １ １ 

官製談合防止研修会 １ ３ 

公平審査実務事例研修会 １ １ 

 

消防本部企画講習会等 

消防用設備等実務研修会 １ ４７ 

公務員倫理研修会 １ ８２ 

各種研修等参加に伴う報告会 １ ６５ 
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第９ 福祉及び利益の保護の状況 

 

 １ 厚生制度の状況（令和元年度） 

区 分 内 容 
実 施 状 況 

対象者(人） 受診者(人) 受診率(％) 

職員の保健に

関すること 

胃部検診 ７４ ６４ 86.5 

生活習慣病予防健診 １３４ １３４ 100.0 

胸部検診 １３４ １３４ 100.0 

大腸がん検診 ７４ ７４ 100.0 

Ｂ･Ｃ型肝炎検診 １３ １３ 100.0 

前立腺がん検診 １８ １８ 100.0 

乳がん検診 ２ ２ 100.0 

子宮がん検診 ５ ４ 80.0 

 

 ２ 公務災害補償の状況 

  (1) 公務災害（令和元年度） 

前年度末現在

未処理件数 
受理件数 

認定件数 
取り下げ件数 

年度末 

未処理件数 公務上 公務外 

０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

  (2) 通勤災害（令和元年度） 

前年度末現在

未処理件数 
受理件数 

認定件数 
取り下げ件数 

年度末 

未処理件数 公務上 公務外 

０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

第10 職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

平成30年度末継続件数 令和元年度新規要求件数 令和元年度末継続件数 

０件 ０件 ０件 

 

第11 職員に対する不利益な処分についての不服申立ての状況 

 

平成30年度末継続件数 令和元年度新規要求件数 令和元年度末継続件数 

０件 ０件 ０件 

 

 


